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   府中市ブロック塀等安全対策費用助成金交付要綱 

令和元年５月２３日 

要綱第１１号 

（目的） 

第１条 この要綱は、避難路に面するブロック塀等（組積造の塀（補強コンクリ

ートブロック造の塀を含む。）及び万年塀をいう。以下同じ。）の安全対策に係

る工事の費用の一部を助成することにより、地震発生時における市民の安全性

の向上を図り、もって市民が安心して暮らせる災害に強いまちづくりを推進す

ることを目的とする。 

 （助成対象者） 

第２条 この要綱による助成の対象となる者（以下「助成対象者」という。）は、

次に掲げる要件を全て満たすブロック塀等（以下「助成対象ブロック塀等」と

いう。）を所有する者であって、当該助成対象ブロック塀等の安全対策に係る工

事（以下「助成対象工事」という。）を行うものとする。 

 (1) 市内に所在するものであること。 

 (2) 府中市地域防災計画又は府中市耐震改修促進計画に定める避難路その他市

長が認める道路に面するものであること。 

 (3) 第５条第２項の規定による耐震診断により倒壊の危険性があると診断され

たものであること。 

２ 前項の規定にかかわらず、次の各号のいずれかに該当する工事を行う者は、

助成の対象としない。 

 (1) 国、地方公共団体その他これに準ずる団体（以下「公共団体等」という。）

が所有し、又は管理するブロック塀等に係る工事 

 (2) 私立学校法（昭和２４年法律第２７０号）第３条に規定する学校法人（以

下「学校法人」という。）が学校教育法（昭和２２年法律第２６号）の規定

に基づき設置する幼稚園、小学校、中学校、高等学校、特別支援学校、専修

学校及び各種学校並びに学校法人又は社会福祉法（昭和２６年法律第４５

号）第２２条に規定する社会福祉法人が就学前の子どもに関する教育、保育

等の総合的な提供の推進に関する法律（平成１８年法律第７７号）の規定に

基づき設置する幼保連携型認定こども園の敷地に設けられたブロック塀等

に係る工事 



- 2 - 

(3) 公共団体等から同種の助成金の交付を受けている工事 

 (4) 既にこの要綱による助成金の交付を受けている工事 

 (5) 宅地建物取引業を営むもの又は府中市地域まちづくり条例（平成１５年条

例第１８号）第２条第４号の開発事業を行うものによる販売を目的とした工

事 

 （助成対象費用） 

第３条 この要綱による助成の対象となる費用（以下「助成対象費用」という。）

は、次の各号に掲げる助成対象工事の区分に応じ、当該各号に定める費用とす

る。 

 (1) 除却工事 助成対象ブロック塀等を取り除く工事に要する費用 

 (2) 建替工事 前号の工事に伴い、新たに建築基準法（昭和２５年法律第２０１

号）に適合する塀その他の地震に対して安全な構造であると市長が認める塀

等を設置する工事に要する費用 

２ 助成対象費用の額は、助成対象ブロック塀等の延長に、１メートルにつき８

万円を乗じて得た額を限度とする。 

 （助成金の額） 

第４条 この要綱による助成金の額は、助成対象者が支出した助成対象費用の合

計額に３分の２を乗じて得た額（当該額に１，０００円未満の端数があるとき

は、これを切り捨てるものとする。）とする。 

２ 助成対象者が前条第１項第２号に規定する建替工事において木塀（塀の基礎、

支柱及び空隙を除いた部分の９割以上が国内で伐採された木材を使用した塀で

あって市長が認めたものに限る。以下同じ。）を設置した場合における助成金の

額は、当該木塀の延長に、１メートルにつき、助成対象経費の合計額を当該木

塀の延長で除して得た額（当該額が１９万６千円を超える場合は、１９万６千

円）から８万円を差し引いた額を乗じて得た額を、第１項の規定による助成金

の額に加えた額とする。 

（事前相談等） 

第５条 助成対象工事を行おうとする者は、当該助成対象工事を実施する前に、

相談カードに必要な書類を添えて市長に事前相談をしなければならない。 

２ 市長は、前項の規定により事前相談を行う者が、第２条に掲げる要件（同条

第１項第３号に掲げる要件を除く。）に該当すると認めるときは、当該事前相談
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に係るブロック塀等の耐震診断を行い、倒壊の危険性を確認するものとする。 

３ 市長は、前項の規定による耐震診断が終了したときは、事前相談をした者に

対し、助成対象者に該当するか否かについて、口頭により通知するものとする。 

（助成金の交付の申込み） 

第６条 前条第３項の規定により助成対象者に該当する旨の通知を受けた者は、

助成金の交付の申込みをするときは、助成対象工事に係る契約等の締結前に、

申込書に必要な書類を添えて市長に申し込まなければならない。 

 （助成金の交付の決定等） 

第７条 市長は、前条の規定による申込みを受けたときは、助成金の交付の可否

を決定し、その結果を通知書により当該申込みをした者（以下「申込者」とい

う。）に通知するものとする。 

（助成対象工事の内容の変更等） 

第８条 前条の規定により助成金の交付決定の通知を受けた者（以下「助成決定

者」という。）は、助成対象工事の内容を変更し、又は助成対象工事を中止し、

若しくは廃止しようとするときは、あらかじめ、申請書に必要な書類を添えて

市長の承認を受けなければならない。 

２ 市長は、前項の規定による申込みを受けたときは、承認の可否を決定し、そ

の結果を通知書により当該助成決定者に通知するものとする。 

３ 助成決定者は、前項の規定により助成対象工事の中止を承認された場合であ

って、当該助成対象工事を再開するときは、再開通知書により市長に通知しな

ければならない。 

（完了報告） 

第９条 助成決定者は、助成対象工事が完了したときは、速やかに完了届に必要

な書類を添えて市長に報告（以下「完了報告」という。）しなければならない。

この場合において、完了報告は、第６条の規定による申込みをした日の属する

年度の末日までに行わなければならない。 

（助成金の額の確定等） 

第１０条 市長は、完了報告を受けたときは、当該完了報告の内容を審査し、必

要に応じて現地調査を行い、助成対象工事の結果が交付決定の内容に適合する

と認めるときは、助成金の額を確定し、通知書により助成決定者に通知するも

のとする。 
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（助成金の請求等） 

第１１条 助成決定者は、前条第１項の規定による通知を受けたときは、当該通

知により確定された助成金の額の交付を請求書により市長に請求するものとす

る。 

２ 市長は、前項の規定による請求があったときは、当該請求をした者に対し速

やかに助成金を交付するものとする。 

 （交付の決定の取消し） 

第１２条 市長は、助成決定者が次の各号のいずれかに該当すると認めるときは、

助成金の交付の決定の全部又は一部を取り消すことができる。 

 (1) 助成対象工事を実施しないとき又は実施しないことが明らかなとき。 

 (2) 偽りその他不正の手段により助成金の交付の決定を受けたとき。 

 (3) 助成金を他の用途に使用したとき。 

 (4) 前２号に掲げるもののほか、この要綱の規定に違反したとき。 

 （助成金の返還） 

第１３条 市長は、前条の規定により助成金の交付の決定を取り消した場合にお

いて、当該取消しに係る部分について既に助成金が交付されているときは、期

限を定めて、その返還を命ずるものとする。 

（違約加算金） 

第１４条 市長は、前条の規定により助成金の返還を命じたときは、その命令に

係る助成金の受領の日から納付の日までの日数に応じ、当該助成金の額（その

一部を納付した場合におけるその後の期間については、既納額を控除した額）

につき年１０．９５パーセントの割合で計算した違約加算金（１００円未満の

場合を除く。）を納付させるものとする。ただし、第１３条第１号に該当するこ

とにより助成金の交付の決定が取り消された場合は、この限りでない。 

 （延滞金） 

第１５条 市長は、第１３条の規定により返還を命じた者が返還するべき額を納

期日までに納付しなかったときは、納期日の翌日から納付の日までの日数に応

じ、その未納額につき年１０．９５パーセントの割合で計算した延滞金（ 

１００円未満の場合を除く。）を納付させるものとする。 

（財産処分の制限） 

第１６条 助成決定者は、助成金の交付により取得し、効用の増加した財産を、
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助成金の交付の目的に反して使用し、譲渡し、交換し、貸し付け、担保に供し、

又は取り壊そうとする場合は、あらかじめ市長の承認を受けなければならない。 

（調査等） 

第１７条 市長は、助成金の交付に関し必要があると認めるときは、助成対象工

事の状況について調査を行い、又は申込者若しくは助成決定者から報告を求め

ることができる。 

 （様式） 

第１８条 この要綱の施行について必要な様式は、別に定める。 
 （雑則） 

第１９条 この要綱に定めるもののほか必要な事項は、別に定める。 

   付 則 

 この要綱は、令和元年５月２３日から施行する。 

   付 則（令和３年３月２２日要綱第１７号） 

 この要綱は、令和３年４月１日から施行する。 


